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１．初動対応検討ワーキンググループの概要
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環境省では、市区町村が災害時初動対応を検討する際の参考となるよう、平成30年度に「一般廃棄物処理
に関する災害時初動対応の手引き（案）」を作成した。
令和元年度は、同手引き（案）を基に、 ①有識者等による初動対応検討ワーキンググループ、 ②市区町村
における初動対応のモデル検証、③全国の自治体及び関係団体への意見照会 を通して、「災害時の一
般廃棄物処理に関する初動対応の手引き」を作成した。
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２．手引きの目的、対象

（１）目的

（２）災害廃棄物処理計画等との関係

（３）使い方

災害時の初動対応を円滑かつ迅速に実施するために平時に検討して災害時に参照することを目的として、災害時の一般廃棄
物処理に関する初動対応手順及び平時の事前検討事項を取りまとめたもの

● 災害廃棄物処理計画は、災害廃棄物の処理を完了するまでに必要な事項を網羅的にまとめた計画であり、発災時に策定
する災害廃棄物処理実行計画の基礎となるものに対し、本手引きは、災害廃棄物処理計画を策定していない市区町村で
あっても活用できるよう、災害時の初動対応に特化して初動対応手順及び平時の事前検討事項をまとめた手引書である。

● 本手引きは、市区町村を対象として、主に以下に示す2つの用途を想定している。
①災害時の活用：被災市区町村の円滑・適切な災害時初動対応に資するガイダンス文書
②平時の活用 ：災害時初動対応の事前検討及び災害廃棄物処理計画の策定や充実に資するガイダンス文書

● 本手引きとともに、「災害廃棄物対策指針（平成30年3月）」、「大規模災害発生時における災害廃棄物対策行動指針
（平成27年11月）」、「市町村向け災害廃棄物処理行政事務の手引き（平成30年3月）」、「災害関係業務事務処
理マニュアル（平成26年6月）」等も参照。
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２．手引きの目的、対象 ［第１章］



２．手引きの目的、対象

（１）対象とする組織

（２）対象とする災害

（３）対象とする期間（初動対応の対象期間）

（４）その他

ページ程度、図表の多用等）。
● 市区町村を対象。特に中小規模の市区町村を念頭に、説明や記載例等を整理。

→マンパワーの少ない自治体でも、まずは手に取って読んでもらえるように、分量等に配慮（50ページ程度、図表の多用等）。
→必要最小限の内容（下水道分野の取組も参考）としている。手引きの内容や事前検討の深さ等は、継続的に検討。

● 主に非常災害を対象（災害廃棄物処理計画と同様）。
● 主に地震及び水害を念頭に、説明や記載例等を整理。

→本手引きの考え方は、その他の自然災害（土砂災害、広域津波災害）についても活用可能。
→既往災害における初動対応の事例については、別添の参考資料集を参照。

● 災害応急対応における初動期から応急対応前半にかけての期間とし、対象災害の種類・規模にもよるが、最低でも応急業
務が軌道に乗る２～３週間程度を目安。
→各市区町村での対応が中心で、外部への支援要請の検討も含む（本格的な支援受入等は対象外）。

● 一般的な内容に関しては本編（本資料）に記載し、より詳細な具体的内容に関しては参考資料集（記入例、参考事例
集等）に記載。

● 今回は第１版であり、特に市区町村への普及を考慮。内容の具体化・詳細化等は、普及状況等を踏まえて継続的に検討。
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２．手引きの目的、対象 ［第１章］



２．手引きの目的、対象

災害時に発生する一般廃棄物の多様性を理解するため、手引きの冒頭（第１章第２設）で、対象となる一般
廃棄物について説明し、処理フローにおける本手引きの対象範囲を記載した。
災害時には、平時からの処理（生活ごみ等）と災害時に特有な処理（避難所ごみ等）を、並行して実施する
こととなる。
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２．手引きの目的、対象 ［第１章］



３．手引きの概要 ：構成

第１章
本手引きの目的・位置づけ等

第２章
災害時初動対応
※災害時の活用

第３章
円滑かつ迅速な初動対応の
ための事前検討
※平時の検討

第１節 本手引きの目的・位置づけ
第２節 災害時に発生する一般廃棄物 第３節関係者との連携体制の必要性
第４節災害時初動対応の実態 第５節 本手引きの対象
第６節 本手引きの使い方 第７節 事前チェックリスト

第１節 災害時初動対応の全体像
第２節 一般廃棄物処理の災害時初動対応
１）安全及び組織体制の確保 ２）被害情報の収集・処理方針の判断
３）生活ごみ・避難所ごみ・し尿の収集運搬体制の確保
４）災害廃棄物の処理体制の確保 ５）継続的な一般廃棄物処理体制の確保

第１節 概要
第２節 基本的事項
１）主な検討事項と連携体制 ２）対象期間 ３）検討体制

第２節 検討事項
１）職員の確保 ２）災害時の組織体制と役割分担
３）関係連絡先リスト ４）被害状況チェックリスト ５）災害支援協定リスト
６）必要資機材及び保有資機材のリスト ７）仮置場候補地リスト
８）初動対応業務リスト

第３節 教育・訓練の実施
第４節 事前検討事項の継続的改善・見直し

用語の定義等 用語の定義
参考文献

本編

参考資料参考資料 様式集様式集 様式集 記入例様式集 記入例 参考事例一覧参考事例一覧

一般的な内容に関しては本編に記載し、より詳細な具体的内容に関しては参考資料（記入例、参考事例一
覧等）に記載した。
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３．手引きの概要 ：災害時初動対応の全体像

災害時初動対応を以下の図の１）～５）の対応に分類し、更に時系列での実施事項も具体化した。
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３．手引きの概要 ：第２章災害時初動対応の全体像



３．手引きの概要 ：災害時の実施事項

前頁の１）～５）の対応別に、時系列の実施事項を簡潔に整理した。 ※以下の図は一例
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３．手引きの概要 ：災害時の実施事項



３．手引きの概要 ：第２章・第３章・様式集との関係
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第２章の各対応で必要な事前検討（第３章）及び様式の関係図を作成し、各所で参照先情報を記載した。

３．手引きの概要 ：第２章・第３章・様式集との関係



４．今年度の取組：モデル検証
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モデル自治体（板橋区、朝倉市）において、手引き（案）を活用した平時の検討と災害時の初動対応演習を
行うことで、災害時初動対応に資する手引きに必要な記載要素を検証した。
モデル検証の実施にあたっては、モデル自治体との会議を２回実施した。環境部局職員はもちろんのこと、
災害対応時の密な連携が想定される防災部局、道路部局等の関係部局にも参加いただいた。

板橋区（10/4、11/11） 朝倉市（10/11、11/18）

資源循環推進課
防災危機管理課
政策企画課

オブザーバ：
全国都市清掃会議
東京都 環境局資源循環推進部計画課

環境課
防災交通課
建設課、都市計画課、農林課
水資源政策課、文化生涯学習課
オブザーバ：
全国都市清掃会議
福岡県 環境部廃棄物対策課

参加部署

写真 写真

会議風景
（第２回）

第１回：平時の検討（第３章）、第２回：災害時の初動対応演習（第２章）会議内容

東京湾北部地震（首都直下地震）想定災害 平成29年度7月九州北部豪雨

４．今年度の取組 ：モデル検証



４．今年度の取組：意見照会
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手引き（案）を提示して、全国の自治体やD.Waste-Net初動・応急対応団体に意見照会を行い、回答結果を
基に手引きの修正を行った。

実施時期
令和元年10月3日～10月25日

全国の自治体
147市区町村（21 都道府県、147市区町村）に回答いただいた。
※ 「災害廃棄物処理計画」の策定状況 ― 策定済：55、 策定中： 44、 未着手： 42、 回答無： 6
※被災により災害廃棄物処理の初動対応の経験がある市区町村： 46
※初動対応の支援の経験がある市区町村： 19

D.Waste-Net初動・応急対応団体
意見照会のほか、本年度開催した意見交換会において様々なご意見をいただいた。

４．今年度の取組 ：意見照会



５．来年度の取組
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「手引きの普及」のために、市区町村向けの説明会やモデル演習の実施、下水道BCPや受援計画等に係
る自治体向けガイドライン等への反映の検討等を行う予定である。
「手引きの充実」のために、台風第19号等における初動対応の振り返りを通した内容の充実（収集運搬体
制の確保、路上堆積ごみへの対応等）、様式記入例や参考事例の追加等を行う予定である

手引きの普及

○市区町村向けの説明会
（全国８ブロックで開催し、都道府県や関係団体等も参加）
○モデル演習の実施
（手引きを活用した図上演習を実施し、手引きの充実にもつなげる）
○初動対応の重要性を伝える動画の作成
（本年度のモデル検証で意見あり）
○自治体向けガイドライン等への反映の検討
（下水道BCPや受援計画等に係る自治体向けガイドライン等への反映）

手引きの充実

○台風第19号等における初動対応の振り返りを通した内容の充実
（収集運搬体制の確保、路上堆積ごみ等）
○首都直下地震を想定した初動対応の検討
（初動対応においては災害廃棄物だけでなく帰宅困難者の生活ごみやし尿の処理が大きな課

題となるため、対応策を検討）
○様式記入例や参考事例の追加
（上記検証を通じた具体例の追加）

来年度の取組

５．来年度の取組


